





1. 2008年 9月 17日(水) 富山大学機器分析センター(富山市)
2. 2008年 10月21日(火) 名古屋工業大学技術部(名古屋市)





































平成 5年に学科別で組織が発足、平成 17年 4月に全面
改組され技術課長、技術主幹が新設、さらに平成 20年 4












































①技術部運営委員会(音E長、教育類又は共通教育代表 2名、 専攻長 2名、各種センター長 5名、
総務部長、技術部次長、技術部課長 2名、その他学長が認めた者)、②技術部全体会・年 1回(総
会)、③技術専門会議 ・月 1回(ト ップ6名と各課 1名の9名構成)、④各課会議(技術専門会議



























平成 3年 4月に工学部と 4センター(情報処理教育、省資源エネルギー研究、先端技術共同研究、
プラズマ科学)の技術職員をもって 6技術系(電子・情報、計測・制御、機器・システム、構造・
安全、材料・プロセス、分析・物質) 14班の工学研究科・工学部技術部が発足した。
平成 14年 4月に 4技術系(電子・情報、装置開発、環境・安全、分析・物質)14班に改編され、
さらに平成 16年 4月の独立法人化に伴い、各部局の技術職員の配属配置換えが行なわれ組織の一
元化Eしての全学技術センターが発足した。工学研究科・工学部技術部は部局系技術支援工学技術
系に属する事となったが、機能的には旧技術部組織として活動している。
組織構成について
常勤+非常勤(技術補佐員 74名
技術部長(研究科長が兼任)
統括技術長(管理職でなし、)
技術長(電子・情報技術系、装置開発技術系、環境・安全技術系、分析・物質技術系)ー先任専門
技術長一技術班長=専門技術職員一技術主任ー技術員
各系は技術長と補佐の先任技術職員がリーダであるが、管理職手当や人事権は手当されていない、
.技術部室と技術部予算について
集中化のための居室と技術部室(統括・会議用)は整備されている。技術部事務(パート職員)
および技術部予算は手当されている。また、課金制度があり課金の 部が技術部予算となっている 0
.組織運営について
(技術業務依頼と完了報告)
①A方式(依頼先が明確な場合・-派遣者が決定している)②B形式(技術部に一任する場合)
①A方式では業務依頼先と担当者名を記入、②B形式では依頼業務の種類を記入(情報通信、安全
管理、装置開発、計測制御、分析物質、生物、その他)し、業務名、期間、場所、内容を記入して
申請し、その後に業務調整会議で随時調整し、技術職員を派遣するが共通業務以外は課金される。
また、業務依頼の完了報告後に時間、負担金額、支払し、先を記入した業務依頼報告書を作成し、
申請者の確認印を受け、課金を徴収している。
・各種委員会について
(教員を含む会議)
企画・財務委員会、教育研究支援専門委員会、専門員会(各技術系で教員を交えての運営会議)
(技術部内会議)
各系会議(各技術系の全体会義、月 1回)、本部会議(技術長会議、随時)調整連絡会議(技術
長、先任専門技術職員での運営会議・週 1回)、業務調整会議(各技術系の運営会議・随時)
新採用と嘱託職員について
定年退職者の 60%以上は新採用あり、教員組織に新採用の要望をする。新採用公募説明ど第一
次面接のみは技術部も参加している。また、嘱託職員については、現段階は 30時間パート雇用で、
技術職員の場合は技術部より外れ、大学内の業務を行う技能職員に配置換されている。
また、研究室等に残る場合の人件費については、各研究室で準備しているう
